
令和８年度予算（案）の脱炭素関連事業について
（ 情報提供 ）

令和８年２月
東北地方環境事務所 地域脱炭素創生室

資料２
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東北地方環境事務所 地域脱炭素創生室の御紹介

・東北地方環境事務所は、全国に８カ所設置されている環境省の地方機関のひとつ。
・管轄区域は、東北地方６県（青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県）
・令和４年４月、各地方環境事務所長直轄の「地域脱炭素創生室」を創設

＜主な取組＞
・脱炭素・持続可能な地域づくりに向けて、国と地域の

架け橋になる（地域のお困り事を共有し、施策に反映）
・地域のステークホルダーとの連携を推進

（自治体・企業・金融機関・地方支分部局等）
・地域脱炭素の取組の立ち上がりから実行まで伴走支援

（脱炭素先行地域、重点対策等の案件形成含む）
・国の支分部局と連携した合同の予算説明会や、各地域の

ニーズに即したセミナー等開催

東北地方
環境事務所
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１．令和８年度予算（案）における
主な環境省の脱炭素関係事業



お問合せ先：

2. 事業内容

1. 事業目的

■事業形態：

■実施期間：
■ ：

3. 事業スキーム

4. 
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GX戦略地域制度における産業団地等の脱炭素化推進事業（経済産業省連携事業）

交付金

（1）GX戦略地域に係る脱炭素電源等の整備への支援
脱炭素電源の立地地域への産業集積を進め、地域裨益を高めることにより、脱炭素電

源の供給増につなげていくため、GX戦略地域（データセンター集積型・脱炭素電源活用
型（GX産業団地））における、脱炭素電源・基盤インフラ設備等の導入を支援

交付要件：GX戦略地域に選定されていること等
対象事業：GX戦略地域に係る脱炭素電源・基盤インフラ設備等の整備
交付率 ：補助対象ごとに定率・定額
事業期間：概ね5年程度

地球温暖化対策計画（令和7年2月18日閣議決定）やGX2040ビジョン（令和７年２月18日閣議決定）等を踏まえ、GX産業構造への転換が
求められるこのタイミングで、効率的・効果的にスピード感を持って、脱炭素電源等の整備を進め、脱炭素電源を核とした産業クラスターを形成するとともに、
地域脱炭素の取組を加速化していくことを目的とする。

環境省 大臣官房 地域脱炭素推進審議官グループ 地域脱炭素事業推進課 電話：03-5521-8233

地方公共団体
令和８年度～令和14年度

GX戦略地域に選定された地方公共団体に対し、脱炭素電源等の整備を支援します。

事業イメージ

交付対象

【令和8年度予算（案） 500百万円（新規）】

脱炭素電源を核とした産業クラスターを形成

民間事業者等国 地方公共団体

国 地方公共団体

(b)民間事業者等も事業を
実施する場合

(a)地方公共団体が事業を
実施する場合

＜参考：交付スキーム＞



お問合せ先：

2. 事業内容

1. 事業目的

■事業形態：

■実施期間：
■ ：

3. 事業スキーム

4. 
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ペロブスカイト太陽電池の社会実装モデルの創出に向けた導入支援事業（経済産業省・国土交通省連携事業）

間接補助事業（計画策定：定額、設備等導入：2/3、3/4）

ペロブスカイト太陽電池は、これまで太陽電池が設置困難であった場所やインフラ施設等にも設置が可能で
あり、主な原材料であるヨウ素は、我が国が世界シェアの約30%を占めるなど、再エネ導入拡大や強靱なエネ
ルギー供給構造の実現にもつながる次世代技術である。本事業では、ペロブスカイト太陽電池の導入初期に
おける発電コスト低減のため、ペロブスカイト太陽電池の将来の普及フェーズも見据えて、拡張性が高い設置
場所へのペロブスカイト太陽電池導入を支援する。
①事前調査・導入計画策定

ペロブスカイト太陽電池の導入に向けた事前調査（建物耐荷重の調査や現地確認）や、事前調査を
踏まえた構造物単位での導入計画策定を支援し、設備導入につなげる。

②設備等導入
従来型の太陽電池では設置が難しかった建物屋根・窓等・インフラ空間における建物屋根等への、
性能基準を満たすフィルム型・ガラス型ペロブスカイト太陽電池の導入を支援する。

＜主な要件＞
• 同種の屋根等がある建物への施工の横展開性が高いこと
• 導入規模の下限、補助上限価格
• 施工・導入後の運用に関するデータの提出 等

地球温暖化対策計画で示された2030年度、2035・2040年度の各目標や2050年カーボンニュートラルの実現に貢献するため、軽量・柔軟などの
特徴を有するペロブスカイト太陽電池の国内市場立ち上げに向けた導入支援をすることで、導入初期におけるコスト低減と継続的な需要拡大に資する
社会実装モデルを創出し、民間企業や地域の脱炭素化を進めるとともに、産業競争力強化やGX市場創造を図る。

環境省 大臣官房 地域脱炭素推進審議官グループ 地域脱炭素事業推進課 電話：03-5521-8233
環境省 地球環境局 地球温暖化対策課 地球温暖化対策事業室 電話：0570-028-341 資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部新エネルギー課 電話：03-3501-4031

地方公共団体、民間事業者・団体等
令和7年度～

【令和8年度予算（案） 7,000百万円（5,020百万円）】

ペロブスカイト太陽電池の国内市場立ち上げに向け、社会実装モデルの創出に貢献する自治体・民間企業を支援します。

事業イメージ

補助対象 体育館・アーチ屋根 バスシェルター

ペロブスカイト太陽電池の導入イメージ

出典：積水化学工業株式会社



お問合せ先：

2. 事業内容

1. 事業目的

■事業形態：

■実施期間：
■ ：

3. 事業スキーム

4. 
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地域脱炭素の推進に向けた基盤情報整備事業

委託事業

地域単位の脱炭素の実現に向けて、地方公共団体を中心に活用実績のある以下6種のシステム
や情報提供ツール等に関して、利用者ニーズ等も踏まえつつ、適切に情報更新・運用する。

▼地方公共団体による円滑な計画策定・進捗管理を支援するツール等
①「地方公共団体実行計画策定・管理等支援システム」（LAPSS）
②地球温暖化対策推進法に基づく施行状況調査（毎年1回）
③自治体排出量カルテ

▼地域経済の全体像や各種客観指標を「見える化」するツール
④地域経済循環分析／地域指標分析ツール

▼環境アセスメント等に必要な情報を提供するシステム
⑤「環境アセスメントデータベース」（EADAS）

▼地域脱炭素の総合的な情報発信ツール
⑥地域脱炭素に関する情報サイト

※①について、政府としてのクラウド移行方針を踏まえたシステム整備を行う。

全国の地方公共団体が、その脱炭素の進捗段階を問わず、地域毎の特色を活かした脱炭素の取組を企画し、実行するために活用できる各種基盤
情報の整備及び情報提供ツールの提供を行うことで、施策の実行力を底上げし、地域脱炭素の推進を図る。

環境省 大臣官房 地域脱炭素政策調整担当参事官室 電話：03-5521-9109

民間事業者・団体等／研究機関
令和8年度～令和12年度

【令和8年度予算（案） 955百万円（新規）】

地方公共団体における脱炭素化に資する各種基盤情報を整備・提供します。

事業イメージ

委託先

●LAPSS
（施行状況調査実施機能も有する）➀② ●自治体排出量カルテ

地方公共団体における円滑なPDCA
地域経済活性化等につながる施策の検討
地域の自然環境や再エネに関する情報把握
地域住民の理解深化 等に大きく貢献

④ ⑤ ●EADAS●地域経済循環分析

③

⑥ ●情報サイト



お問合せ先：

2. 事業内容

1. 事業目的

■事業形態：

■実施期間：
■ ：

3. 事業スキーム

4. 
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地域脱炭素実現に向けた具体施策実装支援事業

（1）① （2）間接補助事業（定率、上限設定あり）
（1）②③ （3）委託事業

地方公共団体等による、公共施設等への太陽光発電設備等の導入計画策定、主体ごとの役割を踏まえ
た脱炭素施策の検討・実施、風力発電に係る促進区域等の設定に向けたゾーニング、地域脱炭素実現に
向けた地域中核人材の活用・育成・連携等に対する支援を行う。併せて、地域脱炭素施策に関する課題解
決や横展開に向けた検討を行う。
（1）具体的な脱炭素施策の検討・実施支援

①公共施設等への太陽光発電設備等の導入計画策定支援
②主体ごとの役割を踏まえた脱炭素施策の検討・実施支援
③地域脱炭素施策に関する課題解決や横展開に向けた検討

（2）地域共生・地域裨益型の再エネ導入支援
風力発電に係る促進区域等の設定に向けたゾーニング等に対する支援

（3）地域脱炭素実現に向けた中核人材の活用・育成・連携事業
①脱炭素まちづくりアドバイザー派遣・相談
②地域における中核人材育成研修
③地域の実情に応じた官民連携強化

地球温暖化対策推進法、地球温暖化対策計画、GX2040ビジョン等に基づき行う地域脱炭素の取組は、我が国の2050年ネット・ゼロの実現及びこれと整合的で
野心的な温室効果ガス削減目標の達成に貢献しつつ、地域課題を解決し、地域の魅力と質を向上させる地方創生に資することが求められている。
地域脱炭素を実現するためには、地方公共団体が主導となり、自らの事務及び事業の脱炭素化や区域内の脱炭素化に向けた具体的な施策を検討・実施すること、
地域共生・地域裨益型の再エネを導入すること、地域中核人材の活用・育成・連携等を行うことが不可欠であり、そのための支援を全国的・集中的に実施する。

（１）（２）環境省 大臣官房 地域脱炭素政策調整担当参事官室 電話：03-5521-9109 （３）環境省 大臣官房 地域政策課 電話：03-5521-8328

（1）① 民間事業者・団体等（ただし地方公共団体との共同実施に限る） （2）地方公共団体
（1）②③、（3）民間事業者・団体等

令和8年度～令和12年度

【令和8年度予算（案） 630百万円（新規）】
【令和7年度補正予算額 700百万円】

「宣言から実行へ」。地域脱炭素の実現に向けて、具体的な脱炭素施策の検討・実施、地域人材の育成等を支援します。

事業イメージ

補助・委託先

脱炭素施
策を知る

基本構想

具体構想
実行

施策実行のステップ
地域脱炭素

の実現

（３） 地域脱炭素実現に向けた
中核人材の活用・育成・連携

（２） 地域共生・地域裨益型
の再エネ導入支援

（１） 具体的な脱炭素施
策の検討・実施支援



お問合せ先：

2. 事業内容

1. 事業目的

■事業形態：

■実施期間：
■ ：

3. 事業スキーム

4. 
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地域脱炭素実現に向けた具体施策実装支援事業のうち、
（1）具体的な脱炭素施策の検討・実施支援

① 間接補助1／2（上限1,000万円）※対象施設により上限1,500万円
②③ 委託事業

① 公共施設等への太陽光発電設備等の導入計画策定支援
民間事業者・団体等との協働による公共施設等における太陽光発電設備等の発電

量調査や日射量調査、屋根・土地形状等の把握、現地調査等、再エネ設備の導入に
向けた計画策定を支援する。

② 主体ごとの役割を踏まえた脱炭素施策の検討・実施支援
地球温暖化対策計画等に基づく主体ごとの役割を踏まえ、都道府県等を核とし、管

内市区町村をはじめとする他の地方公共団体や地域の関係者等と共同・連携した具
体的な施策の検討や実施体制の構築、事業の実施等を支援する。

③ 地域脱炭素施策に関する課題解決や横展開に向けた検討
地球温暖化対策計画の見直し等を踏まえ、地域脱炭素実現に向けた課題解決や

先行的な取組の横展開等を図るための検討を行う。

地域脱炭素を実現するためには、地方公共団体が主導となり、ゼロカーボンシティ宣言や地方公共団体実行計画の策定等にとどまらず、具体的な
脱炭素施策の「実行」に移すことが求められる。これを後押しするため、公共施設への太陽光発電設備の導入等による自らの事務及び事業の脱炭素化
や、地球温暖化対策計画等に基づく主体ごとの役割を踏まえた区域内の脱炭素化について、その具体的な施策の検討・実施を支援する必要がある。

環境省 大臣官房 地域脱炭素政策調整担当参事官室 電話：03-5521-9109

① 民間事業者・団体等（ただし地方公共団体との共同実施に限る） ②③民間事業者・団体等

令和8年度～令和12年度

公共施設等への再エネ導入計画策定、主体ごとの役割を踏まえた脱炭素施策の検討・実施を支援します。

事業イメージ

補助・委託先

脱炭素施
策を知る

基本構想

具体構想
実行

施策実行のステップ

地域脱炭素
の実現

② 主体ごとの役割を踏まえた
脱炭素施策の検討・実施支援

① 公共施設等への太陽光発電
設備等の導入計画策定支援

③ 地域脱炭素施策に関する
課題解決や横展開に向けた検討



お問合せ先：

2. 事業内容

1. 事業目的

■事業形態：

■実施期間：
■ ：

3. 事業スキーム

4. 
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地域脱炭素実現に向けた具体施策実装支援事業のうち、
（2）地域共生・地域裨益型の再エネ導入支援

間接補助3／4（上限2,500万円）

風力発電に係る促進区域等の設定に向けたゾーニング等に対する支援
自治体による風力発電に係る促進区域等の設定に向けたゾーニング等の取組（地

域の特性に応じた適正な環境配慮に係る情報収集、自然環境等調査、マップ作成
等）に対する支援を行う。

2050年ネット・ゼロの実現に向け、地域関係者との合意形成を図り、環境に対して適正に配慮した再エネの導入を最大限推進するため、再エネ促進区
域等の設定に係るゾーニング等への資金面での支援を行う。

環境省 大臣官房 地域脱炭素政策調整担当参事官室 電話：03-5521-9109

地方公共団体
令和8年度～令和12年度

地域共生型再エネの導入促進に向けて、ゾーニングの実施による計画策定支援や計画実行支援等を行います。

事業イメージ

補助対象

出典：せたな町再生可能エネルギーに係る
ゾーニングマップ（令和５年２月 せたな町）

△陸上風力発電ゾーニングマップ

重ね合わせ

環境保全等に関する情報

地域特性に応じた情報

再エネポテンシャル

事業者

地方公共団体・
協議会

促進区域等の設定

地域主導で地域共生型再エネを誘致

事業化

ゾーニング等支援



お問合せ先：

2. 事業内容

1. 事業目的

■事業形態：

■実施期間：
■ ：

3. 事業スキーム

4. 
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地域脱炭素実現に向けた具体施策実装支援事業のうち、
（3）地域脱炭素実現に向けた中核人材の活用・育成・連携事業

委託事業

① 脱炭素まちづくりアドバイザー派遣・相談
地方公共団体に対して、地域脱炭素実現に向けた総合的な戦略策定や脱炭素事

業創出に関するアドバイザーとして、専門家や企業人材を選定・派遣する。また、多様な
相談を一元的に受け付け、潜在的・包括的な課題を掘り起こし、活用可能な支援制
度等に繋げる機能を設けることで、特に取組初期段階の地方公共団体の底上げを図る。

② 地域における中核人材育成研修
地域での脱炭素事業の持続的な実施に必要な中核人材の育成、他地域の中核人

材との相互学習関係の構築を行う。

③ 地域の実情に応じた官民連携強化
各地域の官民連携強化策として、地方公共団体と地域企業等との協業促進のため

のネットワーキング機会を創出。各地方で開催し、地域の実情に応じたきめ細やかな対
応を行う。

2050年ネット・ゼロの実現に向け、多くの自治体で脱炭素分野の人材不足が課題である。地域課題の解決や地方創生に貢献する取組として脱炭素
事業を計画・実行していくためには、地域の人材が主体的に取り組むことが不可欠である。このため、即戦力としての人材派遣、人材育成、企業・専門家
とのネットワーク構築により、地域脱炭素の実現を担う中核人材を育成し、ノウハウを伝播することで、脱炭素ドミノの実現に貢献する。

環境省 大臣官房 地域政策課 電話：03-5521-8328

民間事業者・団体等
令和8年度～令和12年度

地域での脱炭素実現のための計画づくり、合意形成、事業運営を担う中核人材を育成し、活用と連携を促進します。

事業イメージ

委託先

リーダー人材
（プロデュース）

統合的なビジョンを描き、地域全体をけん引

地域との対話、
関係者の巻き込み

育成する地域中核人材イメージ

地域に利益をもたらす再エネ事業を進めるために必
要となる「地域での合意形成」「行政内部での調
整」「ビジョン・ビジネスモデルの構築」など、直面する
さまざまな課題に挑戦する「地域中核人材」を育成
する

専門人材
（事業化・事業運営）

コーディネート人材
（つなぐ）

個別分野の専門家。
脱炭素技術の設計や導入
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公共施設等※１への再生可能エネルギー設備等の導入を支援し、平時の脱炭素化に加
え、災害時にもエネルギー供給等の機能発揮を可能とする。
設備導入事業として、再生可能エネルギー設備、熱利用設備、コジェネレーションシステム

（CGS）及びそれらの附帯設備（蓄電池※2、充放電設備、自営線、熱導管等）並び
に省CO2設備（高機能換気設備、省エネ型浄化槽含む）等を導入する費用の一部を
補助する。

※１ 地域防災計画により災害時に避難施設等として位置付けられた公共施設及び公用施設、又は
業務継続計画により災害等発生時に業務を維持するべき公共施設及び公用施設（例：防災
拠点・避難施設・広域防災拠点・代替庁舎など）

※2   蓄電池としてEVを導入する場合は、通信・制御機器、充放電設備又は充電設備とセットで外部
給電可能なEVに蓄電容量の1/2×4万円/kWhを補助。

（都道府県・指定都市による公共施設等への太陽光発電設備導入はPPA等に限る。）

地域レジリエンス・脱炭素化を同時実現する公共避難施設・防災拠点への自立・分散型エネルギー設備等
導入推進事業（地域レジリエンス事業）

間接補助

第1次国土強靱化実施中期計画（令和7年6月6日閣議決定）における「避難施設・防災拠点への再生可能エネルギー・蓄エネルギー・コージェネ
レーション等の災害・停電時にも活用可能な自立分散型エネルギー設備の導入推進対策」として、また、地球温暖化対策計画（令和7年2月18日
閣議決定）に基づく取組として、地方公共団体における公共施設等への再生可能エネルギーの率先導入を実施することにより、地域のレジリエンス
（災害等に対する強靱性の向上）と地域の脱炭素化を同時実現する。

環境省 大臣官房 地域脱炭素推進審議官グループ 地域脱炭素事業推進課 電話：03-5521-8233
（浄化槽について）環境省 環境再生・資源循環局 廃棄物適正処理推進課浄化槽推進室 電話：03-5501-3155

地方公共団体
令和3年度～

【令和8年度予算（案） 2,000百万円（2,000百万円）】
【令和7年度補正予算額 2,000百万円】

災害・停電時に公共施設等へエネルギー供給が可能な自立分散型エネルギー設備等の導入を支援します。

支援対象

補助対象

都道府県・指定都市：1/3、市区町村（太陽光発電又はCGS）：1/2、
市区町村（地中熱、バイオマス熱等）及び離島：2/3

PPA・リース・エネルギーサービス事業で地方公共団体と共同
申請する場合に限り、 民間事業者・団体等も可

○地域防災計画により災害時に避難施設等
として位置付けられた公共施設等

○業務継続計画により、災害等発生時に
業務を維持するべき公共施設等

・再エネ設備
・蓄電池
・CGS
・省CO2設備
・熱利用設備 等導入

災害時に避難施設として機能を
発揮する学校へ太陽光発電設
備・蓄電池・高効率照明機器を
導入。

公立病院へCGS・地中熱利用設
備・高効率空調機器を導入。

地域のレジリエンス
強化・脱炭素化の取組例

公立病院

重要なライフラインとなるスマホの他、
照明等への電源供給を実施。

学校
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業務用建築物の脱炭素改修加速化事業（経済産業省・国土交通省連携事業）

間接補助事業

（1）業務用建築物の脱炭素改修加速化事業（新規採択分）
既存建築物の外皮の高断熱化及び高効率空調機器等の導入を促進するため、設計費・設備
費・工事費への補助を行う。
○主な要件 ：改修後の外皮性能BPIが1.0以下となっていること及び一次エネルギー消

費量が省エネルギー基準から40％（用途によっては30％）程度以上削
減されること(※ZEB基準の水準の省エネ性能を達成)、エネルギー管理
や設備の運用改善を行うこと 等

○主な対象設備 ：断熱窓、断熱材、高効率空調機器、高効率照明器具、高効率給湯機
器等のうち、トップランナー制度目標水準値を超えるもの等、一定の基準
を満たすもの。また、一定の要件を満たした外部の高効率熱源機器から
エネルギーを融通する場合は、当該機器等も対象とする。

○補助率 ：1/2～1/3
（2）業務用建築物の脱炭素改修加速化事業（過年度予算からの継続案件のみ）

過年度予算からの継続案件に対する予算措置。

・地球温暖化対策計画で示された2030年度、2035・2040年度の各目標や2050年カーボンニュートラルの実現に貢献するため、既存建築物の外皮
の高断熱化や高効率空調機器等の導入を支援し、業務用建築物の脱炭素化とウェルビーイング／高い生活の質の実現を図る。
・先進的な断熱窓、断熱材や高効率な空調機器、照明器具、給湯機器の導入加速により、価格低減による産業競争力強化・経済成長と温室効果
ガスの排出低減を共に実現する。

地球環境局 地球温暖化対策課 地球温暖化対策事業室／住宅・建築物脱炭素化事業推進室 電話：0570-028-341

地方公共団体、民間事業者、団体等
令和5年度～

【令和8年度予算（案） 4,000百万円（1,200百万円）】
（※3年間で総額10,000百万円の国庫債務負担）

業務用建築物の脱炭素化を早期に実現するため、外皮の高断熱化及び高効率空調機器等の導入を支援します。

事業イメージ

補助対象

外皮の高断熱化
断熱窓

高効率空調機器等の導入
照明空調

断熱材

給湯

※ ZEB基準の水準の省エネ性能：一次エネルギー消費量が省エネルギー基準から
用途に応じて30％又は40％程度削減されている状態。

省エネルギー基準から、用途に応じて30％又は40％程度以上削減
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建築物等のZEB化・省CO2化普及加速事業（一部農林水産省・経済産業省・国土交通省連携事業）

（1）ZEB普及促進に向けた省エネルギー建築物支援事業（一部経済産業省連携事業）
①新築建築物のZEB普及促進支援事業
②既存建築物のZEB化普及促進支援事業
③業務用建築物ストックの省CO2改修調査支援事業

（2）ライフサイクルカーボン削減型の先導的な新築ZEB支援事業
（一部農林水産省、経済産業省、国土交通省連携事業）

①ライフサークルカーボン削減型の新築ZEB支援事業
②低炭素型建材活用新築ZEB支援事業
③ZEB化推進に係る調査・普及啓発等検討事業

（3）水インフラにおける脱炭素化推進事業（農林水産省、経済産業省、国土交通省連携事業）
（4）CE×CNの同時達成に向けた木材再利用の方策等検証事業（農林水産省連携事業）
（5）省CO2化と災害・熱中症対策を同時実現する施設改修等支援事業

（一部国土交通省連携事業）
①業務用施設における省CO2化・熱中症対策等支援事業
②フェーズフリーの省CO2独立型施設支援事業

（6）サステナブル倉庫モデル促進事業（国土交通省連携事業）

地球温暖化対策計画で示された2030年度、2035・2040年度の各目標や2050年カーボンニュートラルの実現に貢献するため、一度建築されると
ストックとして長期にわたりCO2排出に影響する建築物のZEB化や省CO2設備の導入等を支援することで、建築物の脱炭素化を促進するとともに、
ウェルビーイング／高い生活の質の実現やレジリエンス向上の同時実現を目指す。

環境省 地球環境局 地球温暖化対策課 地球温暖化対策事業室 ほか 電話：0570-028-341

メニュー別スライドを参照

【 【令和8年度予算（案） 6,700百万円（3,820百万円）（※3年間で総額3,000百万円の国庫債務負担）】
【令和７年度補正予算額 4,800百万円】

業務用建築物のZEB化・省CO2設備の導入等の支援により、脱炭素化と健やかで強い社会づくりを目指します。

事業イメージ

委託先及び
補助対象

ZEB建築物の導入設備

施設の省CO2化と災害・熱中症対策／サステナブル倉庫普及

省CO2独立型
施設のイメージ

クーリングシェルター
のイメージ

サステナブル倉庫
のイメージ
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建築物等のZEB化・省CO2化普及加速事業のうち、
（1）ZEB普及促進に向けた省エネルギー建築物支援事業（一部経済産業省連携事業）

間接補助事業（①②2/3～1/６（延べ面積に応じて上限3～５億円）③1/2（上限100万円））

①新築建築物のZEB普及促進支援事業（経済産業省連携事業）
②既存建築物のZEB化普及促進支援事業（経済産業省連携事業）

建築物のZEB化に資するシステム・設備機器等の導入を支援する。
◆補助要件：ZEBの基準を満たすと共に、計量区分ごとにエネルギーの計量・計測を行い、データを

収集・分析・評価できるエネルギー管理体制を整備すること、需要側設備等を通信・
制御する機器を導入すること、新築建築物については再エネ設備を導入すること、
ZEBリーディング・オーナーへの登録を行うこと、ZEBプランナーが関与すること 等。

◆優先採択：以下に該当する事業については優先的に採択する。
• 補助対象事業者が締結した建築物木材利用促進協定に基づき木材を用いる事業
• CLT等の新たな木質部材を用いる事業 等

◆採択時優遇：建材一体型太陽電池を導入する事業 等
③業務用建築物ストックの省CO2改修調査支援事業

既存建築物ストックの省CO2改修によるZEBの達成可能性・省CO2効果についての調査を支援
する。
◆補助要件：ZEBプランナーが関与すること、BEIを算出すること、技術、設計手法、費用等の

データを公開すること等。

新築・既存の業務用建築物に対するZEB化に資する省CO2設備の導入、またそのための既存建築物に係る省CO2改修によるZEB化の可能性調査を
支援することで、ZEB化の普及拡大を強力に支援する。

環境省 地球環境局 地球温暖化対策課 地球温暖化対策事業室／住宅・建築物脱炭素化事業推進室 電話：0570-028-341 

地方公共団体※3 、民間事業者、団体等※4

令和5年度～令和10年度

業務用建築物のZEB化の普及拡大のため、高効率な設備の導入支援や省CO2改修の可能性調査を支援します。

補助対象等

補助対象

補助率等
延べ面積 既存建築物新築建築物

ZEBランク 事務所
等

事務所等
以外

事務所等
※２

事務所等
以外※１

1/3
1/4
対象外

2/3
1/2
対象外

1/4
1/5
対象外

1/2
1/3
対象外

『ZEB』
Nearly ZEB
ZEB Ready

2,000㎡
未満

1/3
1/3
1/3

2/3
2/3
2/3

1/4
1/5
1/6

1/2
1/3
1/4

『ZEB』
Nearly ZEB
ZEB Ready

2,000㎡～
10,000㎡

1/3
1/3
1/3
対象外

2/3
2/3
2/3
対象外

1/4
1/5
1/6
対象外

1/2
1/3
1/4
1/4

『ZEB』
Nearly ZEB 
ZEB Ready
ZEB Oriented

10,000㎡
以上

※1 「事務所等以外」は、ホテル等、病院等、物品販売業を営む店舗等、学校等、飲食店等、
集会所等の「事業所等」以外の建築用途を指す。

※2 「事務所等」は、事務所、官公署等の建築用途を指す。
※3 ①②について、都道府県、指定都市、中核市、施行時特例市及び特別区を除く。（建

築用途が病院等の場合は、都道府県、指定都市、中核市、施行時特例市及び特別区
も対象）

※4 ①②について、延べ面積において新築の場合10,000㎡以上、既存の場合2,000㎡以
上の建築物については民間事業者・団体等は対象外
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建築物等のZEB化・省CO2化普及加速事業のうち、
（5）省CO2化と災害・熱中症対策を同時実現する施設改修等支援事業（一部国土交通省連携事業）

間接補助事業

①業務用施設における省CO2化・熱中症対策等支援事業（一部国土交通省連携事業）
1. クーリングシェルターの普及に向けた高効率空調導入支援事業

既存建築物に熱中症対策等にも資する高効率空調等を導入してクーリングシェルターの普及を図る
事業を支援する。（補助率：1/3、上限：1,000万円）

2. 民間建築物等における省CO2改修支援事業
高効率機器への更新により既存民間建築物の省CO2化を図る事業を支援する。
（補助率：1/3、上限：3,500万円）

3. テナントビルの省CO2改修支援事業
オーナーとテナントがグリーンリース契約等を結び、協働して省CO2化を図る事業を支援する。
（補助率：1/3、上限：4,000万円）

4. 空き家等における省CO2改修支援事業
空き家等を業務用施設に改修しつつ省CO2化を図る事業に対し、高効率機器の導入を支援する。
（補助率：1/3、上限：1,000万円）
◆補助要件： 各事業による指定のCO2排出削減、運用改善に係る取組の実施等

②フェーズフリーの省CO2独立型施設支援事業
災害時の活動拠点やクーリングシェルターとしても利用可能な独立型施設（コンテナハウス等）に対して、
高機能空調、再エネ設備等の導入支援を行う。（補助率：1/3）
※コンテナハウス本体等は補助対象外。

様々な業務用施設の改修に際して高効率設備等を導入支援することにより、既存建築物のCO2排出量の削減と、熱中症対策に資する施設やフェーズ
フリー性を兼ね備えた施設の普及を図る。

環境省 地球環境局 地球温暖化対策課 地球温暖化対策事業室／住宅・建築物脱炭素化事業推進室 電話：0570-028-341
大臣官房 環境保健部企画課 熱中症対策室

地方公共団体、民間事業者、団体等
令和5年度～令和10年度

業務用施設に高効率設備等を導入支援することにより、省CO2化と熱中症対策・レジリエンス向上を行います。

事業イメージ

委託先

高効率
空調

CO2削減

高効率
換気

CO2

高効率
給湯

既存建築物 テナント 空き家

①業務用施設における省CO2化・熱中症対策等支援事業のイメージ

②フェーズフリーの省CO2独立型施設支援事業のイメージ

クーリングシェルターのイメージ

宿泊施設・集会施設・移動店
舗等として使用

応急仮設住宅や避難場所と
して使用

非常時平常時

クーリングシェルター・マーク

電話：0570-028-341



お問合せ先：

2. 事業内容

1. 事業目的

■事業形態：

■実施期間：
■ ：

3. 事業スキーム

4. 
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建築物等のZEB化・省CO2化普及加速事業のうち、
（6）サステナブル倉庫モデル促進事業（国土交通省連携事業）

間接補助事業（1/2）（上限1億円）

省CO2化設備等の導入によるエネルギー消費削減、保管作業や荷役作業の省人化に
伴う照明・空調のエネルギー消費削減、再エネ設備の導入によるエネルギー供給を行う事
業に対して、設備導入コストを補助することにより、サステナブル倉庫モデルを構築・展開す
る。

補助対象設備：
省人化設備、再エネ設備、蓄電設備、付帯設備、省CO2化設備

補助要件：
倉庫業者が、次の①と②を同時導入すること 等

① 営業倉庫の保管区域又は荷役区域への倉庫内作業の省人化機器（無人フォーク
リフト・無人搬送車・自動化倉庫設備等。導入により省CO2化されるものに限る。）

② ①の施設敷地内に設置される再エネ設備（太陽光発電設備等）

営業倉庫への省CO2化・省人化機器等及び再生可能エネルギー設備の同時導入事例を創出・横展開することで、サステナブル倉庫モデルの普及を
図り、CO2排出削減と担い手不足への対応を同時に実現するとともに、災害時におけるサプライチェーンの維持等の地域課題の解決に貢献する。

環境省 地球環境局 地球温暖化対策課 地球温暖化対策事業室／住宅・建築物脱炭素化事業推進室 電話：0570-028-341

地方公共団体、民間事業者、団体等
令和5年度～令和10年度

営業倉庫への省CO2型・省人化機器等と再エネ設備の同時導入を支援して、サステナブル倉庫を促進します。

事業イメージ

委託先

省CO2化・省人化機器等の例

補助対象事業のイメージ

保管区画 荷役区画

再生可能エネルギー設備

CO2削減・省人化
CO2

無人ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ ﾃﾞﾊﾞﾝﾆﾝｸﾞ
ﾛﾎﾞｯﾄ無人搬送車 無人けん引車



お問合せ先：

2. 事業内容

1. 事業目的

■事業形態：

■実施期間：
■ ：

3. 事業スキーム

4. 
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「デコ活」（脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動） 推進事業

（1）委託事業・間接補助事業（補助率 定額（1/3相当） ）
（2）委託事業・間接補助事業（補助率 5/10）

（1）デコ活推進に係る社会実装型取組等支援
① デコ活の推進のためのプラットフォームであるデコ活応援団（官民連携協議会）を運営し、

自治体・企業・団体・消費者等と連携を図りながら、デコ活を推進する。
② H29～R7年度に行われたナッジの成果について、実証から実装へどのようにデコ活に結び付

けていくかの検証を行うとともに、国内外の事例を調査しマニュアル化、広く一般に普及するた
めの検討を行う。

③ マッチングファンド方式により、民間の資金やアイディア等を動員し、脱炭素にとどまらない資源
循環やネイチャーポジティブも含めた生活領域全般における「新しい豊かな暮らし」を支える製
品・サービスを効果的・効率的に社会に実装するためのプロジェクトを実施する。

④ 昼の再エネ余剰電力の有効利用を通じた生活者の暮らし向上、脱炭素型ライフスタイルへの
転換に向けた検討・検証を行う。

⑤ グリーン製品・サービスの需要創出に向け、当該製品等の消費者への効果的な価値訴求方
法等についてのモデル実証を行う。

（2）地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく普及啓発推進
温対法第39条及び第38条に基づき、全国地球温暖化防止活動推進センター（デコ活ジャ

パン）及び地域地球温暖化防止活動推進センター（デコ活ローカル）によって、地域でのデコ
活を図るため、調査・情報収集・普及啓発・広報等を実施する。

「デコ活」の推進を通じて、国民・消費者の行動変容を促し、2030年度に2013年度比46%（特に家庭部門では66%）削減及び2050年カーボン
ニュートラルを実現することを目的とする。このために、「新しい豊かな暮らし」を支える製品・サービスを社会実装するためのプロジェクトの展開、脱炭素型ライ
フスタイルへの転換に向けた検討・検証、地球温暖化対策推進法に基づく普及啓発推進等を実施する。

環境省 地球環境局 地球温暖化対策課 脱炭素ライフスタイル推進室（デコ活応援隊） 電話：03-5521-8341

委託事業：民間事業者・団体等
補助事業：地方公共団体、民間事業者・団体等

（1）令和6年度～令和12年度（2）令和6年度～

【令和8年度予算（案）（一般分） 120百万円（120百万円）（特会分）1,639百万円（3,054百万円）】
【令和７年度補正予算額（一般分）335百万円（特会分）175百万円】

デコ活の推進を通じて、「新しい豊かな暮らし」とその先にある「脱炭素目標の達成」を実現します。

事業イメージ

委託先・
補助対象

従来の「普及啓発型」から、自治体・企業・団体等と連携して、消費者の行動変
容を図る「社会実装型」の取組中心へとシフト

普及啓発型 社会実装型

 国から企業又は消費者へ、マインドの醸成を働
きかけ。意識の高い人にしか届かず、効果は限
定的

 デコ活応援団を通じ、マッチングファンド方式により、
民間の資金を動員(レバレッジ)、ニーズに即した具
体的な選択肢を提示することで波及効果を拡大

普及啓発

製品・サービス
個別PR

支援

仕組みの横展開により
効率的に普及拡大

デコ活応援団
民間資金動員で
効果をレバレッジ

官民連携の下、衣食住/移動/買い
物など、暮らしのあらゆる領域におい
て「脱炭素につながる新しい豊かな
暮らし」を強力に後押し

ニーズに即した
製品・サービス



※総務省HP「 令和8年度地方財政対策のポイント及び概要」より引用 総務省｜報道資料｜令和8年度地方財政対策のポイント及び概要 17
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２．地域脱炭素の取組に対する関係省庁
の主な支援ツール等について
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地域脱炭素の取組に対する関係省庁の主な支援ツール・枠組み
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脱炭素地域づくり支援サイト

https://policies.env.go.jp/policy/roadmap/

■設備導入支援
・地域脱炭素推進交付金
・地域レジリエンス・脱炭素化を同時実現する公共施設への自立・分散
型エネルギー設備等導入推進事業 など

■計画策定等支援
・地域脱炭素実現に向けた再エネの最大限導入のための計画づくり支
援事業 など

■人材支援
・地域脱炭素実現に向けた中核人材の確保・育成支援
・脱炭素まちづくりアドバイザー制度
・地域脱炭素ステップアップ講座 など

■情報提供等支援
・地方公共団体実行計画策定・管理等支援システム[LAPSS]
・地方公共団体脱炭素取組状況マップ
・再生可能エネルギー情報提供システム[REPOS] など

■その他支援
・株式会社脱炭素化支援機構（JICN）の活用による民間投資の促
進 など

■地方財政措置
・脱炭素化推進事業債 など
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東北地方環境事務所 地域脱炭素創生室
TEL：022-207-0734
E-mail: CN-tohoku@env.go.jp

脱炭素化事業支援情報サイト（エネ特ポータル）
https://www.env.go.jp/earth/earth/ondanka/enetoku/index.html

脱炭素地域づくり支援サイト
https://policies.env.go.jp/policy/roadmap/preceding-region/


